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学 校 法 人  理 事 長  様 
                

公益社団法人 北海道私学振興基金協会 

                       理 事 長  西 岡 憲 廣 

                         

 令和７年度私学経営研修会の開催について 

 
令和７年度私学経営研修会につきましては、下記のとおり開催しますのでご案内致 

します。 
本研修会は、日頃より専門の立場で活躍されている方にご講演をいただきますので 

お忙しい時期とは存じますが多数ご参加下さい。 

２校以上設置の学校法人につきましては、学校（部）長、園長等にもご案内してお 
りますので、ご参加の場合は同封の「参加申込書」を９月１６日（火）までに事務局 

あてＦＡＸして下さい。 

 なお、研修会は欠席するが資料の送付を希望される場合にも、別紙「参加申込書」

の項目２に必要箇所を記入のうえ事務局あてＦＡＸして下さい。 

また、ご要望のある研修会資料のデータ提供につきましては、事情により実施でき 
ておりませんが今後も検討を続けてまいります。 
 

記 

  

１．開 催 日   令和７年１０月３日（金） 
２．開 催 場 所   札幌ガ－デンパレス（ 札幌市中央区北１条西６丁目 ） 
３．対 象 者   学校法人の経営責任者・学校(部)長・園長・事務責任者等 
４．日 程 表   別 紙 
５．そ の 他   当日は昼食を用意いたしますので、ご希望の方は別紙「参加 
         申込書」にてお申込下さい。 
６．申 込 先   事務局 ＦＡＸ番号 ０１１-２５１-７５５０ 
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- 受 付

- 開 会

-

 － 固定残業（教職調整額）に潜む危険とその対処法 －

 弁護士法人シティ総合法律事務所

中 村 浩 士

- 昼 食

-

講師  俵法律事務所

植 村 礼　大

- 休 憩（コーヒーブレイク） 　 　 　 　

-

講師  俵法律事務所

植 村 礼　大

- 閉 会

　(注) 札幌ガーデンパレス（札幌市中央区北1条西６丁目）

　 　

10:00 10:30

令和７年度　私学経営研修会日程表

月　日 時　　間 研　　　修　　　内　　　容　　　等 備 考

（金）

10:30 10:35

10:35 12:00

研 修 対 象者 学校法人の経営責任者・学校（部）長・園長・事務責任者等

尚、研修会参加に際しては、マスク着用にご協力下さい

15:30 15:35

弁 護 士

14:30 15:30 『 私学法改正と理事会・評議員会の運営 』

弁 護 士

開 催 場 所

14:15 14:30

『 労働施策総合推進法とカスハラ対策 』

12:00 13:00

10月3日 13:00 14:15

講師 

 代表弁護士

『 急増する未払残業請求事例と裁判実務の現状 』


